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(57)【要約】
【課題】汎用プラスチックと比較して非常に高い熱伝導率を有しながら、押出成形性やブ
ロー成形性にも優れた熱可塑性樹脂組成物を提供する。
【解決手段】熱可塑性ポリエステル系樹脂、必要に応じポリカーボネート系樹脂、単体で
の熱伝導率が５Ｗ／ｍ・Ｋ以上を示す高熱伝導性無機化合物、分子内に少なくとも３個の
エポキシ基を有する有機化合物、よりなることを特徴とする、高熱伝導性熱可塑性樹脂組
成物。エポキシ基を有する有機化合物としては、エポキシ基含有オレフィン系共重合体が
好ましい。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ｂ）、単体での熱伝導率が５Ｗ／ｍ・Ｋ以上を示す高熱伝
導性無機化合物（Ｃ）、分子内に少なくとも３個のエポキシ基を有する有機化合物（Ｄ）
よりなることを特徴とする、高熱伝導性熱可塑性樹脂組成物。
【請求項２】
ポリカーボネート系樹脂（Ａ）、熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ｂ）、単体での熱伝導率
が５Ｗ／ｍ・Ｋ以上を示す高熱伝導性無機化合物（Ｃ）、分子内に少なくとも３個のエポ
キシ基を有する有機化合物（Ｄ）よりなることを特徴とする、高熱伝導性熱可塑性樹脂組
成物。
【請求項３】
分子内に少なくとも３個のエポキシ基を有する有機化合物（Ｄ）が、エポキシ基含有オレ
フィン系共重合体であることを特徴とする、請求項１または２記載の高熱伝導性熱可塑性
樹脂組成物。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高熱伝導性と、良好な押出成形性やブロー成形性とを併せ持ち、かつ衝撃強
度などの良好な実用物性をも兼ね備えた、高熱伝導性熱可塑性樹脂組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　樹脂組成物をＬＥＤ照明部材、パソコンやディスプレーの筐体、電子デバイス材料、自
動車の内外装、など種々の用途に使用する際、プラスチックは金属材料など無機物と比較
して熱伝導性が低いため、発生する熱を逃がしづらいことが問題になる。このような課題
を解決するため、高熱伝導性無機物を大量に樹脂中に配合することで、高熱伝導性樹脂組
成物を得ようとする試みが広くなされている。これらのなかでも、ポリカーボネート系樹
脂と熱可塑性ポリエステル系樹脂とのアロイをベースにした高熱伝導性樹脂組成物につい
ては、耐衝撃性、耐熱性、成形加工性、耐薬品性を併せ持った特性を有する点から、種々
のものが提案されている。
【０００３】
　例えば特許文献１では、ポリエチレンテレフタレート樹脂（主としてポリカーボネート
樹脂とポリエチレンテレフタレート樹脂等とのアロイ）に、炭素繊維等の無機物を配合し
てなる熱伝導性樹脂組成物が報告されている。また特許文献２では、ポリエチレンテレフ
タレート樹脂（主としてポリカーボネート樹脂とポリエチレンテレフタレート樹脂等との
アロイ）に、熱伝導性かつ電気絶縁性の無機物を配合してなる、射出成形性良好な熱伝導
性樹脂組成物が報告されている。
【０００４】
　一方で、ブロー成形や押出成形に適するようポリエチレンテレフタレート樹脂（主とし
てポリカーボネート樹脂とポリエチレンテレフタレート樹脂等とのアロイ）を変性する方
法についても種々の研究例があり、例えば特許文献３では、ポリエチレンテレフタレート
樹脂（主としてポリカーボネート樹脂とポリエチレンテレフタレート樹脂等とのアロイ）
に、分子内にエポキシ基を３個以上有するオレフィン系樹脂及びフッ素系樹脂を添加する
ことで、ブロー成形性が改善されることが示されている。また特許文献４では、ポリエチ
レンテレフタレート樹脂（主としてポリカーボネート樹脂とポリエチレンテレフタレート
樹脂等とのアロイ）に、エポキシ基を２個以上有する化合物を添加することで、同様の効
果を得ている。また特許文献５では、ポリカーボネート樹脂と、分岐成分を共重合したポ
リエステルからなる組成物が、ブロー成形に適していることが示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
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【特許文献１】特開２００５－２９８５５２号公報
【特許文献２】ＷＯ２００７／０６６７１１号公報
【特許文献３】特開平１１－１１６７８２号公報
【特許文献４】特開平１０－１２０８９１号公報
【特許文献５】特開平０９－２２１５８８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献２に示されるような手法を用いることで、射出成形性に優れた高熱伝導性樹脂
組成物が得られるようにはなっているが、一方で当該樹脂組成物を押出成形やブロー成形
など、射出成形と異なる成形加工方法で成形加工しようとすると、ポリカーボネート系樹
脂や熱可塑性ポリエステル系樹脂がいずれも溶融張力が低い樹脂であることに起因し、良
好な成形加工が困難であるという課題を有している。
一方で、特許文献３～５に示されるような手法をそのまま特許文献２の技術に適用するの
も容易ではなかった。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者は、熱可塑性ポリエステル系樹脂／電気絶縁性を示す高熱伝導性無機化合物（
特にポリカーボネート系樹脂／熱可塑性ポリエステル系樹脂／電気絶縁性を示す高熱伝導
性無機化合物）よりなる樹脂組成物の押出成形性やブロー成形性を改良するため鋭意検討
を実施した結果、特定の化合物を添加することで容易にその効果が得られることを見出し
本発明にいたった。
【０００８】
　すなわち本発明は、熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ｂ）、単体での熱伝導率が５Ｗ／ｍ
・Ｋ以上を示す高熱伝導性無機化合物（Ｃ）、分子内に少なくとも３個のエポキシ基を有
する有機化合物（Ｄ）よりなることを特徴とする、高熱伝導性熱可塑性樹脂組成物（請求
項１）であり、
ポリカーボネート系樹脂（Ａ）、熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ｂ）、単体での熱伝導率
が５Ｗ／ｍ・Ｋ以上を示す高熱伝導性無機化合物（Ｃ）、分子内に少なくとも３個のエポ
キシ基を有する有機化合物（Ｄ）よりなることを特徴とする、高熱伝導性熱可塑性樹脂組
成物（請求項２）であり、
分子内に少なくとも３個のエポキシ基を有する有機化合物（Ｄ）が、エポキシ基含有オレ
フィン系共重合体であることを特徴とする、請求項１または２記載の高熱伝導性熱可塑性
樹脂組成物（請求項３）である。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の方法を用いることにより、高熱伝導性、高耐熱性、電気絶縁性、を兼ね備え、
なおかつ押出成形性やブロー成形性良好な高熱伝導性樹脂組成物を得ることができる。
このようにして得られた複合材料は、樹脂フィルム、樹脂成形品、樹脂発泡体、塗料やコ
ーティング剤、などさまざまな形態で、電子材料、磁性材料、触媒材料、構造体材料、光
学材料、医療材料、自動車材料、建築材料、等の各種の用途に幅広く用いることが可能で
ある。本発明で得られた高分子材料は、現在広く用いられているブロー成形機や押出成形
機等の一般的なプラスチック用成形機が使用可能であるため、複雑な形状を有する製品へ
の成形も容易である。特に成形加工性、耐衝撃性、耐薬品性、熱伝導性、などの重要な諸
特性のバランスに優れていることから、発熱源を内部に有する照明、ディスプレー、コン
ピューターなどの筐体用樹脂として、非常に有用である。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】実施例１のダイス出口及びサイジングダイスの出入り口形状
【発明を実施するための形態】
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【００１１】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ｂ）、高熱伝導性無機
化合物（Ｃ）、分子内に少なくとも３個のエポキシ基を有する有機化合物（Ｄ）、の三成
分を必須とするものであり、必要に応じポリカーボネート系樹脂（Ａ）を併用するもので
ある。
【００１２】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物に配合される熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ｂ）は、２価
以上のカルボン酸化合物と、２価以上のアルコール及び／又はフェノール化合物とを公知
の方法で重縮合することにより得られる熱可塑性ポリエステルである。具体的には、例え
ば、ポリエチレンテレフタレート、ポリプロピレンテレフタレート、ポリブチレンテレフ
タレート、ポリヘキサメチレンテレフタレート、ポリシクロヘキサンジメチレンテレフタ
レート、ポリエチレンナフタレート、ポリブチレンナフタレート等が挙げられるが、これ
らに限定されるものではない。
【００１３】
　２価以上のカルボン酸化合物としては特に限定されず、例えば、炭素数８～２２の２価
以上の芳香族カルボン酸、これらのエステル形成性誘導体等が挙げられる。具体的には、
例えば、テレフタル酸、イソフタル酸等のフタル酸；ナフタレンジカルボン酸、ビス（ｐ
－カルボキシフェニル）メタン、アントラセンジカルボン酸、４－４′－ジフェニルジカ
ルボン酸、１，２－ビス（フェノキシ）エタン－４，４′－ジカルボン酸、ジフェニルス
ルホンジカルボン酸、トリメシン酸、トリメリット酸、ピロメリット酸等のカルボン酸、
これらのエステル形成能を有する誘導体等が挙げられる。これらは単独で用いてもよく、
２種以上を併用してもよい。なかでも、取り扱い易さ、反応の容易さ、得られる樹脂組成
物の物性等の観点から、テレフタル酸、イソフタル酸又はナフタレンジカルボン酸が好ま
しい。
【００１４】
　２価以上のアルコール及び／又はフェノール化合物としては特に限定されず、例えば、
炭素数２～１５の脂肪族化合物、炭素数６～２０の脂環式化合物、炭素数６～４０の芳香
族化合物であって分子内に２個以上の水酸基を有する化合物、これらのエステル形成性誘
導体等が挙げられる。具体的には、例えば、エチレングリコール、プロピレングリコール
、ブタンジオール、ヘキサンジオール、デカンジオール、ネオペンチルグリコール、シク
ロヘキサンジメタノール、シクロヘキサンジオール、２，２′－ビス（４－ヒドロキシフ
ェニル）プロパン、２，２′－ビス（４－ヒドロキシシクロヘキシル）プロパン、ハイド
ロキノン、グリセリン、ペンタエリスリトール、これらのエステル形成能を有する誘導体
等が挙げられる。これらは単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。なかでも、
取り扱い易さ、反応の容易さ、得られる樹脂組成物の物性等の観点から、エチレングリコ
ール、ブタンジオール又はシクロヘキサンジメタノールが好ましい。
【００１５】
　熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ｂ）は、上述のカルボン酸化合物並びにアルコール及び
／又はフェノール化合物に加えて、所望の特性を損なわない範囲で、公知の共重合可能な
化合物を共重合して得られたものであってもよい。このような共重合可能な化合物として
は特に限定されず、例えば、炭素数４～１２の２価以上の脂肪族カルボン酸、炭素数８～
１５の２価以上の脂環式カルボン酸、これらのエステル形成性誘導体等が挙げられる。具
体的には、例えば、アジピン酸、セバシン酸、アゼライン酸、ドデカンジカルボン酸、マ
レイン酸、１，３－シクロヘキサンジカルボン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸
等のジカルボン酸又はそのエステル形成能を有する誘導体等が挙げられる。その他にも、
ｐ－ヒドロキシ安息香酸等のオキシ酸又はそのエステル形成性誘導体、ε－カプロラクト
ン等の環状エステル等も挙げられる。
【００１６】
　また熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ｂ）は、ポリアルキレングリコール単位を高分子鎖
中に一部共重合させることにより得られた熱可塑性ポリエステル系樹脂であってもよい。
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このようなポリアルキレングリコールとしては特に限定されず、例えば、ポリエチレング
リコール、ポリプロピレングリコール、ポリ（エチレンオキサイド・プロピレンオキサイ
ド）ブロック及び／又はランダム共重合体、ビスフェノールＡ共重合ポリエチレンオキシ
ド付加重合体、同プロピレンオキシド付加重合体、同テトラヒドロフラン付加重合体、ポ
リテトラメチレングリコール等が挙げられる。
【００１７】
　熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ｂ）における上述のような共重合成分の使用量としては
、通常、２０重量％以下であり、好ましくは１５重量％以下、より好ましくは１０重量％
以下である。
【００１８】
　熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ｂ）は、得られる樹脂組成物の物性バランス（例えば成
形加工性）に優れることから、アルキレンテレフタレート単位を８０重量％以上含有する
ポリアルキレンテレフタレートであることが好ましい。より好ましくは同単位を８５重量
％以上、更に好ましくは９０重量％以上含有するポリアルキレンテレフタレートである。
【００１９】
　熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ｂ）は、フェノール／テトラクロロエタン＝１／１（重
量比）混合溶媒中、２５℃で測定したときの対数粘度（ＩＶ）が０．３０～２．００ｄｌ
／ｇ以上であることが好ましい。対数粘度が０．３０未満では、成形品の難燃性や機械的
強度が不充分である場合が多く、２．００ｄｌ／ｇを超えると成形流動性が低下する傾向
がある。より好ましくは０．４０～１．８０ｄｌ／ｇであり、更に好ましくは０．５０～
１．６０ｄｌ／ｇである。
【００２０】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物において、熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ｂ）は１種類の
みを単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて使用してもよい。２種以上を組み合
わせて使用する場合には、その組み合わせは特に限定されない。例えば、共重合成分やモ
ル比が異なるもの、分子量が異なるもの等を任意に組み合わせることができる。
【００２１】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物に配合するポリカーボネート系樹脂（Ａ）は、例えば２価
以上のフェノール化合物と、ホスゲン又は炭酸ジエステルとを公知の方法で重合させて得
られるポリカーボネートである。
【００２２】
　２価のフェノール化合物としては特に限定されず、例えば、２，２－ビス（４－ヒドロ
キシフェニル）プロパン〔通称：ビスフェノールＡ〕、ビス（４－ヒドロキシフェニル）
メタン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）フェニルメタン、ビス（４－ヒドロキシフェニ
ル）ナフチルメタン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）－（４－イソプロピルフェニル）
メタン、ビス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）メタン、１，１－ビス（４
－ヒドロキシフェニル）エタン、１－ナフチル－１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル
）エタン、１－フェニル－１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、１，２－ビ
ス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、２－メチル－１，１－ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）プロパン、２，２－ビス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン
、１－エチル－１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（３－
メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）
ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ブタン、１，４－ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ペンタン、４－メチル－
２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ペンタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）ヘキサン、４，４－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ヘプタン、２，２－ビス（４
－ヒドロキシフェニル）ノナン、１，１０－ビス（４－ヒドロキシフェニル）デカン、１
，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン等のジ
ヒドロキシジアリールアルカン類；１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキ
サン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロデカン等のジヒドロキシジアリー
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ルシクロアルカン類；ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホン、ビス（３，５－ジメチ
ル－４－ヒドロキシフェニル）スルホン等のジヒドロキシジアリールスルホン類；ビス（
４－ヒドロキシフェニル）エーテル、ビス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル
）エーテル等のジヒドロキシジアリールエーテル類；４，４′－ジヒドロキシベンゾフェ
ノン、３，３′，５，５′－テトラメチル－４，４′－ジヒドロキシベンゾフェノン等の
ジヒドロキシジアリールケトン類；ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルフィド、ビス（
３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）スルフィド、ビス（３，５－ジメチル－４－ヒド
ロキシフェニル）スルフィド等のジヒドロキシジアリールスルフィド類；ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）スルホキシド等のジヒドロキシジアリールスルホキシド類；４，４′－
ジヒロキシジフェニル等のジヒドロキシジフェニル類；９，９－ビス（４－ヒドロキシフ
ェニル）フルオレン等のジヒドロキシアリールフルオレン類；ヒドロキノン、レゾルシノ
ール、メチルヒドロキノン等のジヒドロキシベンゼン類；１，５－ジヒドロキシナフタレ
ン、２，６－ジヒドロキシナフタレン等のジヒドロキシナフタレン類；等を挙げることが
できる。これらは単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
なかでも、ビスフェノールＡが好適である。炭酸ジエステルとしては特に限定されず、例
えば、ジフェニルカーボネート等のジアリールカーボネート；ジメチルカーボネート，ジ
エチルカーボネート等のジアルキルカーボネート；等を挙げることができる。これらは単
独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【００２３】
　ポリカーボネート系樹脂（Ａ）は、直鎖状のポリカーボネートに限定されず、分岐状の
ポリカーボネートであってもよい。この分岐状ポリカーボネートを得るために用いられる
分岐剤としては特に限定されず、例えば、フロログルシン、メリト酸、トリメリト酸、ト
リメリト酸クロリド、無水トリメリト酸、没食子酸、没食子酸ｎ－プロピル、プロトカテ
ク酸、ピロメリト酸、ピロメリト酸二無水物、α－レゾルシン酸、β－レゾルシン酸、レ
ゾルシンアルデヒド、１，３－ビス（ｏ－クレゾール）、ベンゾフェノンテトラカルボン
酸、２，４，４′－トリヒドロキシベンゾフェノン、２，２′，４，４′－テトラヒドロ
キシベンゾフェノン、２，４，４′－トリヒドロキシフェニルエーテル、２，２′，４，
４′－テトラヒドロキシフェニルエーテル、２，４，４′－トリヒドロキシジフェニル－
２－プロパン、２，２′－ビス（２，４－ジヒドロキシフェニル）プロパン、２，２′，
４，４′－テトラヒドロキシジフェニルメタン、２，４，４′－トリヒドロキシジフェニ
ルメタン、１－〔α－メチル－α－（４′－ジヒドロキシフェニル）エチル〕－３－〔α
′，α′－ビス（４″－ヒドロキシフェニル）エチル〕ベンゼン、１－〔α－メチル－α
－（４′－ジヒドロキシフェニル）エチル〕－４－〔α′，α′－ビス（４″－ヒドロキ
シフェニル）エチル〕ベンゼン、α，α′，α″－トリス（４－ヒドロキシフェニル）－
１，３，５－トリイソプロピルベンゼン、２，６－ビス（２－ヒドロキシ－５′－メチル
ベンジル）－４－メチルフェノール、４，６－ジメチル－２，４，６－トリス（４′－ヒ
ドロキシフェニル）－２－ヘプテン、４，６－ジメチル－２，４，６－トリス（４′－ヒ
ドロキシフェニル）－ヘプタン、１，３，５－トリス（４′－ヒドロキシフェニル）ベン
ゼン、１，１，１－トリス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、２，２－ビス〔４，４－
ビス（４′－ヒドロキシフェニル）シクロヘキシル〕プロパン、２，６－ビス（２′－ヒ
ドロキシ－５′－イソプロピルベンジル）－４－イソプロピルフェノール、ビス〔２－ヒ
ドロキシ－３－（２′－ヒドロキシ－５′－メチルベンジル）－５－メチルフェニル〕メ
タン、ビス〔２－ヒドロキシ－３－（２′－ヒドロキシ－５′－イソプロピルベンジル）
－５－メチルフェニル〕メタン、テトラキス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、トリス
（４－ヒドロキシフェニル）フェニルメタン、２′，４′，７－トリヒドロキシフラバン
、２，４，４－トリメチル－２′，４′，７－トリヒドロキシフラバン、１，３－ビス（
２′，４′－ジヒドロキシフェニルイソプロピル）ベンゼン、トリス（４′－ヒドロキシ
フェニル）－アミル－ｓ－トリアジン等が挙げられる。
【００２４】
　場合によっては、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）は、ポリカーボネート部とポリオルガ
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ノシロキサン部とからなるポリカーボネート－ポリオルガノシロキサン共重合体であって
もよい。この際、ポリオルガノシロキサン部の重合度は５以上であることが好ましい。
更にポリカーボネート系樹脂（Ａ）は、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライ
ン酸、セバシン酸、デカンジカルボン酸等の直鎖状脂肪族二価カルボン酸を共重合させる
ことにより得られるポリカーボネート系共重合体であってもよい。
【００２５】
　ポリカーボネート系樹脂（Ａ）を重合する際に用いる末端停止剤としては、公知のもの
を各種使用することができる。具体的には、フェノール、ｐ－クレゾール、ｐ－ｔ－ブチ
ルフェノール、ｐ－ｔ－オクチルフェノール、ｐ－クミルフェノール、ノニルフェノール
等の一価フェノール等が挙げられる。
【００２６】
　難燃性を必要とする場合には、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）は、リン化合物とのポリ
カーボネート系共重合体であってもよいし、リン系化合物で末端封止したポリカーボネー
ト系樹脂であってもよい。また、耐候性を高めるためには、ベンゾトリアゾール基を有す
る二価フェノールとのポリカーボネート系共重合体であってもよい。
【００２７】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物に配合されるポリカーボネート系樹脂（Ａ）の粘度平均分
子量は、１００００～６００００であることが好ましい。１００００未満の場合、得られ
る樹脂組成物の強度や耐熱性等が不充分である場合が多い。一方６００００を超えると、
成形加工性が不充分である場合が多い。より好ましくは１５０００～４５０００であり、
更に好ましくは１８０００～３５０００である。
【００２８】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物において、ポリカーボネート系樹脂（Ａ）は１種類のみを
単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて使用してもよい。２種以上を組み合わせ
て使用する場合には、その組み合わせは特に限定されない。例えば、モノマー単位が異な
るもの、共重合モル比が異なるもの、分子量が異なるもの等を任意に組み合わせることが
できる。
【００２９】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物においては、熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ｂ）単体で、
あるいはポリカーボネート系樹脂（Ａ）と熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ｂ）との併用で
、その効果を発揮するものである。ポリカーボネート系樹脂（Ａ）と熱可塑性ポリエステ
ル系樹脂（Ｂ）とを併用する場合に、その比率［（Ａ）／（Ｂ）］は、体積比で、０／１
００～８５／１５の範囲が好ましいが、さらに好ましくは１５／８５～８５／１５の範囲
である。１５／８５未満の場合でも、高熱伝導率を有しながら、押出成形性やブロー成形
性にも優れた熱可塑性樹脂組成物をえることができるが、１５／８５以上とすることでさ
らに寸法安定性や耐衝撃性等を改善する効果がある。一方８５／１５を超えると、得られ
る成形品の熱安定性や耐溶剤性等が低下する傾向がある。
【００３０】
　単体での熱伝導率が５Ｗ／ｍ・Ｋ以上を示す高熱伝導性無機化合物（Ｃ）としては、公
知の高熱伝導性無機化合物を広く使用できる。高熱伝導性無機化合物（Ｃ）単体での熱伝
導率が５Ｗ／ｍ・Ｋ未満では、組成物の熱伝導率を向上させる効果に劣るため好ましくな
い。（Ｃ）単体での熱伝導率は、好ましくは１２Ｗ／ｍ・Ｋ以上、さらに好ましくは１５
Ｗ／ｍ・Ｋ以上、最も好ましくは２０Ｗ／ｍ・Ｋ以上、特に好ましくは３０Ｗ／ｍ・Ｋ以
上のものが用いられる。高熱伝導性無機化合物（Ｃ）単体での熱伝導率の上限は特に制限
されず、高ければ高いほど好ましいが、一般的には３０００Ｗ／ｍ・Ｋ以下、さらには２
５００Ｗ／ｍ・Ｋ以下、のものが好ましく用いられる。
【００３１】
　成形体として特に電気絶縁性が要求されない用途に用いる場合には、導電性の高熱伝導
性無機化合物としては金属系化合物や導電性炭素化合物等を用いることができる。導電性
炭素化合物としては、熱伝導性に優れることから、グラファイト、炭素繊維をあげること
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ができる。金属系化合物としては、導電性金属粉、導電性金属繊維、フェライト類、金属
酸化物、等の高熱伝導性無機化合物を好ましく用いることができる。導電性金属粉として
は各種金属を微粒子化した導電性金属粉、導電性金属繊維としては各種金属を繊維状に加
工した導電性金属繊維、フェライト類としては軟磁性フェライト等の各種フェライト類、
金属酸化物としては酸化亜鉛、等の金属酸化物、等の高熱伝導性無機化合物があげられる
。
【００３２】
　中でも、グラファイト、導電性金属粉、軟磁性フェライト、炭素繊維、導電性金属繊維
、酸化亜鉛、からなる群より選ばれる１種以上の導電性の高熱伝導性無機化合物が好まし
い。
【００３３】
　成形体として電気絶縁性が要求される用途に用いる場合には、高熱伝導性無機化合物と
しては電気絶縁性を示す化合物が好ましく用いられる。電気絶縁性とは具体的には、電気
抵抗率１Ω・ｃｍ以上のものを示すこととするが、好ましくは１０Ω・ｃｍ以上、より好
ましくは１０５Ω・ｃｍ以上、さらに好ましくは１０１０Ω・ｃｍ以上、最も好ましくは
１０１３Ω・ｃｍ以上のものを用いるのが好ましい。電気抵抗率の上限には特に制限は無
いが、一般的には１０１８Ω・ｃｍ以下である。本発明の高熱伝導性熱可塑性樹脂組成物
から得られる成形体の電気絶縁性も上記範囲にあることが好ましい。
【００３４】
　高熱伝導性無機化合物のうち、電気絶縁性を示す電気絶縁性高熱伝導性無機化合物とし
ては金属酸化物、金属窒化物、金属炭化物、金属炭酸塩、絶縁性炭素材料、金属水酸化物
、を例示することができる。金属酸化物としては酸化アルミニウム、酸化マグネシウム、
酸化ケイ素、酸化ベリリウム、酸化銅、亜酸化銅をあげることができる。金属窒化物とし
ては窒化ホウ素、窒化アルミニウム、窒化ケイ素をあげることができる。
【００３５】
　金属炭化物としては炭化ケイ素を、金属炭酸塩としては炭酸マグネシウムを、絶縁性炭
素材料としてはダイヤモンドを、金属水酸化物としては水酸化アルミニウム、水酸化マグ
ネシウムをあげることができる。
【００３６】
　中でも、窒化ホウ素、窒化アルミニウム、窒化ケイ素、酸化アルミニウム、酸化マグネ
シウム、炭酸マグネシウム、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、酸化ベリリウム
、ダイヤモンド、からなる群より選ばれる１種以上の電気絶縁性高熱伝導性無機化合物が
好ましい。これらは単独あるいは複数種類を組み合わせて用いることができる。
【００３７】
　高熱伝導性無機化合物の形状については、種々の形状のものを適応可能である。例えば
粒子状、微粒子状、ナノ粒子、凝集粒子状、チューブ状、ナノチューブ状、ワイヤ状、ロ
ッド状、針状、板状、不定形、ラグビーボール状、六面体状、大粒子と微小粒子とが複合
化した複合粒子状、液体、等種々の形状を例示することができる。またこれら高熱伝導性
無機化合物は天然物であってもよいし、合成されたものであってもよい。天然物の場合、
産地等には特に限定はなく、適宜選択することができる。これら高熱伝導性無機化合物は
、１種類のみを単独で用いてもよいし、形状、平均粒子径、種類、表面処理剤等が異なる
２種以上を併用してもよい。
【００３８】
　これら高熱伝導性無機化合物は、樹脂と無機化合物との界面の接着性を高めたり、作業
性を容易にしたりするため、表面処理剤で表面処理がなされたものであってもよい。表面
処理剤としては特に限定されず、例えばシランカップリング剤、チタネートカップリング
剤、等従来公知のものを使用することができる。中でもエポキシシラン等のエポキシ基含
有シランカップリング剤、及び、アミノシラン等のアミノ基含有シランカップリング剤、
ポリオキシエチレンシラン、等が樹脂の物性を低下させることが少ないため好ましい。無
機化合物の表面処理方法としては特に限定されず、通常の処理方法を利用できる。
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【００３９】
　分子内に少なくとも３個のエポキシ基を有する有機化合物（Ｄ）としては、ノボラック
樹脂とエピクロルヒドリン等との反応により合成されるノボラック型エポキシ樹脂、多価
の脂肪族、脂環式、芳香族アルコールとエピクロルヒドリンとの反応により合成されるグ
リシジルエーテル化合物、不飽和基を３個以上有する脂肪族もしくは脂環式化合物を酢酸
と過酢酸とでエポキシ化したエポキシ化合物、多価の脂肪族、脂環式、芳香族アミンとエ
ピクロルヒドリンとの反応により合成されるグリシジルアミン化合物、含窒素ヘテロ環を
３個以上有する化合物とエピクロルヒドリン等との反応により合成されるエポキシ化合物
、エポキシ基含有オレフィン系共重合体、等が挙げられる。エポキシ化合物の分子中に含
まれるエポキシ基が３個未満では、得られた樹脂組成物の成形性改善効果があまり改善で
きない傾向がある。
【００４０】
　分子内に少なくとも３個のエポキシ基を有する有機化合物（Ｄ）の中でも、分子内に少
なくとも３個のエポキシ基を有するエポキシ基含有オレフィン系共重合体を用いることで
、得られた組成物の押出成形性やブロー成形性を向上させると同時に、樹脂組成物の耐溶
剤性や耐衝撃性を改良する効果もあるため好ましい。
【００４１】
　分子内に少なくとも３個のエポキシ基を有するエポキシ基含有オレフィン系共重合体は
、グリシジル（メタ）アクリレート等のエポキシ基含有化合物を公知の各種重合方法にて
共重合して得られる各種オレフィン系熱可塑性樹脂、不飽和結合を複数個有するオレフィ
ン系樹脂の不飽和結合の一部を過酢酸等でエポキシ化した樹脂、等が挙げられる。共重合
体は、ランダム共重合体であっても、ブロック共重合体、グラフト共重合体、等であって
もよい。
【００４２】
　該共重合体中のオレフィンの具体例としては、エチレン、プロピレン、１－ブテン、１
－ペンテン、ブタジエン、などが挙げられる。これらオレフィンは１種または２種以上組
み合わせて用いられる。該オレフィンで特に好ましくはエチレンである。
【００４３】
　これらの樹脂の例として、エチレン－グリシジルメタクリレート共重合体、エチレン－
グリシジルメタクリレート－酢酸ビニル共重合体、エチレン－メチルアクリレート－グリ
シジルメタクリレート共重合体、エチレン－エチルアクリレート－グリシジルメタクリレ
ート共重合体、エチレン－プロピレン－グリシジルメタクリレート共重合体、プロピレン
－グリシジルメタクリレート共重合体、プロピレン－グリシジルメタクリレート－スチレ
ン共重合体、エポキシ化ポリブタジエン、エポキシ化ブタジエン－スチレン共重合体、エ
ポキシ化ブタジエン－メチルメタクリレート共重合体、エポキシ化ブタジエン－アクリロ
ニトリル共重合体、その他種々の組み合わせのものがあり、これらはいずれも本発明の組
成物に適用可能である。
【００４４】
　これらの中でも、１種以上のオレフィン単位、１種以上の（メタ）アクリル酸アルキル
エステル単位あるいは芳香族ビニル単位、１種以上の（メタ）アクリル酸グリシジルエス
テル単位、とからなる共重合体が、成形性の改良と同時に、耐衝撃性、耐溶剤性も改良す
る効果が高いため特に好ましい。
【００４５】
　該共重合体は、一般的には１種以上のオレフィンと１種以上の（メタ）アクリル酸アル
キルエステル単位あるいは芳香族ビニル単位と１種以上の（メタ）アクリル酸グリシジル
エステル単位とを、ラジカル開始剤の存在下にラジカル重合することにより得られるが、
重合方法はこれに限られるものではなく、一般的に知られている公知の種々の重合方法を
用いて重合することができる。共重合体は、ランダム共重合体であっても、ブロック共重
合体であってもよい。
【００４６】
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　エポキシ基含有オレフィン系共重合体は、分子内にエポキシ基を３個以上有することが
必要である。エポキシ基を２個以下しか有しない樹脂では、押出成形性やブロー成形性の
改良効果が小さい傾向がある。
【００４７】
　分子内に少なくとも３個のエポキシ基を有するオレフィン系共重合体の添加量は、前記
（Ｂ）（Ｃ）の合計１００重量部、または前記（Ａ）（Ｂ）（Ｃ）の合計１００重量部に
対し、０．０１～１５重量部、好ましくは０．１～１２重量部、さらに好ましくは０．３
～１０重量部である。添加量が０．０１重量部未満では成形性、耐衝撃性、耐溶剤性、等
の改良効果が小さく、１５重量部を超えると成形加工が困難となる傾向がある。
【００４８】
　本発明の樹脂組成物には、前記の高熱伝導性無機化合物以外にも、その目的に応じて公
知の無機充填剤を広く使用できる。
高熱伝導性無機化合物以外の無機充填剤としては、例えばケイソウ土粉；塩基性ケイ酸マ
グネシウム；焼成クレイ；微粉末シリカ；石英粉末；結晶シリカ；カオリン；タルク；三
酸化アンチモン；微粉末マイカ；二硫化モリブデン；ロックウール；セラミック繊維；ア
スベストなどの無機質繊維；およびガラス繊維、ガラスパウダー、ガラスクロス、溶融シ
リカ等ガラス製充填剤が挙げられる。
【００４９】
　これら充填剤を用いることで、例えば熱伝導性、機械強度、または耐摩耗性など樹脂組
成物を応用する上で好ましい特性を向上させることが可能となる。さらに必要に応じて紙
、パルプ、木料；ポリアミド繊維、アラミド繊維、ボロン繊維などの合成繊維；ポリオレ
フィン粉末等の樹脂粉末；などの有機充填剤を併用して配合することができる。
【００５０】
　本発明の樹脂組成物には、本発明の効果の発揮を失わない範囲で、エポキシ樹脂、ポリ
オレフィン樹脂、スチレン系樹脂、液晶ポリマー、ビスマレイミド樹脂、ポリイミド樹脂
、ポリエーテル樹脂、フェノール樹脂、シリコーン樹脂、ポリアミド樹脂、ポリエステル
樹脂、フッ素樹脂、アクリル樹脂、メラミン樹脂、ユリア樹脂、ウレタン樹脂等いかなる
公知の樹脂も含有させて構わない。好ましい樹脂の具体例として、液晶ポリマー、ナイロ
ン６、ナイロン６，６、ＭＢＳ樹脂、ＭＢ樹脂、ＡＢＳ樹脂、ＡＡＳ樹脂、ＡＥＳ樹脂、
オレフィン系弾性樹脂、等が挙げられる。これら樹脂を併用する場合その使用量は、通常
樹脂組成物に含まれる熱可塑性樹脂（Ａ）１００重量部に対し、０～１００００重量部の
範囲が例示でき好ましい。
【００５１】
　本発明の樹脂材料には、上記樹脂や充填剤以外の添加剤として、さらに目的に応じて他
のいかなる成分、例えば、補強剤、増粘剤、離型剤、カップリング剤、難燃剤、耐炎剤、
顔料、着色剤、その他の助剤等を本発明の効果を失わない範囲で、添加することができる
。これらの添加剤の使用量は、熱可塑性樹脂１００重量部に対し、合計で０～２００重量
部の範囲であることが好ましい。
【００５２】
　本発明の組成物の製造方法としては特に限定されるものではない。例えば、上述した成
分や添加剤等を乾燥させた後、単軸、２軸等の押出機のような溶融混練機にて溶融混練す
ることにより製造することができる。また、配合成分が液体である場合は、液体供給ポン
プ等を用いて溶融混練機に途中添加して製造することもできる。
【００５３】
　本発明の組成物は、その優れた熱伝導性と成形品外観とから、高熱伝導性押出成形品や
高熱伝導性プロー成形品として好適に使用可能であり、成形加工方法としては押出成形や
ブロー成形が適している。
【００５４】
　使用形態としては、樹脂フィルム、樹脂成形品、樹脂発泡体、塗料やコーティング剤、
等さまざまな形態を例示することができる。成形加工法としては例えば、射出成形、押出
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成形、真空成形、プレス成形、カレンダー成形、ブロー成形、等が利用できる。
【００５５】
　本発明で得られた高熱伝導性熱可塑性樹脂組成物は押出成形性に優れるため、現在広く
用いられている押出成形機が使用可能であり、異型形状を有する長尺製品、シートやフィ
ルム形状への連続成形、などであっても成形が容易である。またブロー成形性にも優れる
ため、現在広く用いられているブロー成形機が使用可能であり、中空の三次元形状を有す
る製品などであっても成形が容易である。
【００５６】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、電子材料、磁性材料、触媒材料、構造体材料、光学材
料、医療材料、自動車材料、建築材料、等の各種の用途に幅広く用いることが可能である
。特に優れた成形品外観、高熱伝導性、という優れた特性を併せ持つことから、放熱・伝
熱用の樹脂材料として、非常に有用である。
【００５７】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、ＬＥＤ照明などの照明部材、家電、ＯＡ機器部品、Ａ
Ｖ機器部品、自動車内外装部品、等の射出成形品等に好適に使用することができる。特に
多くの熱を発する家電製品やＯＡ機器において、外装材料として好適に用いることができ
る。さらには発熱源を内部に有するがファン等による強制冷却が困難な電子機器において
、内部で発生する熱を外部へ放熱するために、これらの機器の外装材として好適に用いら
れる。
【００５８】
　これらの中でも好ましい装置として、ノートパソコンなどの携帯型コンピューター、Ｐ
ＤＡ、携帯電話、携帯ゲーム機、携帯型音楽プレーヤー、携帯型ＴＶ／ビデオ機器、携帯
型ビデオカメラ、等の小型あるいは携帯型電子機器類の筐体、ハウジング、外装材用樹脂
として非常に有用である。また自動車や電車等におけるバッテリー周辺用樹脂、家電機器
の携帯バッテリー用樹脂、ブレーカー等の配電部品用樹脂、モーター等の封止用材料、と
しても非常に有用に用いることができる。
【００５９】
　本発明の押出成形用高熱伝導性熱可塑性樹脂組成物は従来良く知られている組成物に比
べて、高熱伝導性無機物の配合量を減らすことができるため成形加工性が良好であり、上
記の用途における基板などの部品あるいは筐体用として有用な特性を有するものである。
【実施例】
【００６０】
　以下に実施例を掲げて本発明を更に詳しく説明するが、本発明はこれら実施例のみに限
定されるものではない。
【００６１】
　［製造例１］
（ａ）ランダムポリプロピレン（（株）プライムポリマー製Ｊ２２９Ｅ、ＭＦＲ＝５０）
９０重量部、（ｂ）１，３－ジ（ｔ－ブチルパーオキシイソプロピル）ベンゼン（日本油
脂（株）製パーブチルＰ、１分間半減期温度１７５．４℃）０．５重量部を、２００℃に
設定した（株）日本製鋼所製同方向噛合型二軸押出機ＴＥＸ３０（Ｌ／Ｄ＝２８）に供給
して溶融混練し、次いで、シリンダー途中より（ｃ）メタクリル酸グリシジル５重量部、
（ｄ）スチレン５重量部を加え溶融混練して、エポキシ基含有オレフィン系共重合体ペレ
ット（Ｄ－１）を得た。（Ｄ－１）のメタクリル酸グリシジルとスチレンの成分から成る
ドメインの平均粒子径は０．１μｍであった。
【００６２】
　[評価方法]
　[熱伝導率]　：　得られた押出成形品やブロー成形品から３０ｍｍ角×３．０ｍｍ厚み
の板柱状試験片を２個切り出し、京都電子工業製ホットディスク法熱伝導率測定装置で４
φのセンサーにて熱伝導率を測定した。
【００６３】
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　[成形品外観]　：　得られた押出成形品表面における凹凸やフィラー浮きなどの外観不
良を目視にて観察し、以下の基準で評価した。◎：外観非常に良好、○：外観良好、△：
一部外観不良が見られるがほぼ良好、×：外観不良。
【００６４】
　（実施例１）
熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ｂ）として三菱化学（株）製のポリエチレンテレフタレー
ト樹脂であるＰＢＫ－２（Ｂ－１）を用いた。（Ｂ－１）９９重量部に対して、製造例１
により得られた（Ｄ－１）樹脂１重量部、並びに、安定剤としてアデカスタブＡＯ－６０
及びアデカスタブＡＯ－４１２Ｓ（いずれも（株）ＡＤＥＫＡ製商品名）各０．２重量部
をスーパーフローターにて混合した（原料１）。
【００６５】
　別途高熱伝導性無機化合物（Ｃ）として六方晶窒化ホウ素粉末（電気化学工業（株）製
ＳＧＰ、単体での熱伝導率が６０Ｗ／ｍ・Ｋ、体積平均粒子径２１．０μｍ、電気絶縁性
）（Ｃ－１）と、その他充填剤としてガラス繊維（日本電気硝子（株）製Ｔ－１８７Ｈ／
ＰＬ）（ＧＦ－１）とを用い、両者を体積比で（Ｃ－１）／（ＧＦ－１）＝３５／１５と
なるよう混合した（原料２）。
【００６６】
　原料１を、日本製鋼所製ＴＥＸ４４同方向噛み合い型二軸押出機のスクリュー根本付近
に設けられた第一供給口であるホッパーより投入した。第二供給口の手前位置に、スクリ
ューに角度９０℃のニーディングディスクを挿入し、ニーディングディスク部が終了した
位置に、大気圧に開放されたベント口を設けた。ベント口のすぐ隣にサイドフィーダーを
設置し、サイドフィーダーにて第二供給口より原料２を強制圧入した。両供給口からの供
給量を制御することにより、原料１と原料２とが体積比率で４５／５５となるよう混合し
た。
【００６７】
　第二供給口とスクリュー先端との中間部に、減圧ポンプに接続された減圧ベント口を設
けた。スクリュー回転数１５０ｒｐｍ、時間あたり吐出量を５０ｋｇ／ｈｒに設定した。
設定温度は第一供給口近傍が１００℃で、順次設定温度を上昇させ、ニーディングディス
ク部手前を２７０℃に設定した。ニーディングディスク部から大気圧開放ベント口までを
２７０℃に、大気圧開放ベント口から第二供給口までを２７５℃に、第二供給口からスク
リュー先端部までを２７０℃に設定した。本条件にて成形用高熱伝導性熱可塑性樹脂組成
物を得た。
【００６８】
　得られた組成物を１３０℃で４時間乾燥後、大阪精機工作製４０ｍｍ単軸押出機１０Ｖ
ＳＥ－４０－２８Ｖを用いて押出成形を実施した。成形条件は、シリンダー温度２７０℃
、ダイス温度２５５℃に設定し、ダイスより出てきた樹脂をダイスから５ｃｍ離した場所
に設置したサイジングダイス（設定温度１２０℃）を通した後に引取りを行い押出加工を
実施したところ、押出成形性は概ね良好であった。ダイス出口及びサイジングダイスの出
入り口形状を図１に示す。
【００６９】
　得られた成形品の熱伝導率を評価した結果、押出成形品外観：○、熱伝導率：３．１Ｗ
／ｍＫ、であった。
【００７０】
　得られた組成物をプラコー株式会社製のＤＡ－５０型ブロー成形機で６０ｍｍ×６０ｍ
ｍ×１００ｍｍ、平均肉厚２．５ｍｍの四角柱状中空成形体をブロー成形した。成形条件
は、パリソン温度約２７０℃、射出速度（指数）１５０、スクリュー回転数６０ｒｐｍ、
ブロー圧０．５９ＭＰａ（窒素）、冷却時間１００秒、金型温度１２０℃に設定したとこ
ろ、ブロー成形性は概ね良好であった。成形品を評価した結果、ブロー成形品外観：○、
熱伝導率：３．１Ｗ／ｍＫ、であった。
【００７１】
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　（実施例２）
ポリカーボネート系樹脂（Ａ）として、出光興産（株）製ビスフェノールＡ型ポリカーボ
ネート樹脂である、タフロンＡ－２２００（Ａ－１）を、熱可塑性ポリエステル系樹脂（
Ｂ）として三菱化学（株）製のポリエチレンテレフタレート樹脂であるＰＢＫ－２（Ｂ－
１）を用い、両者を体積比で（Ａ－１）／（Ｂ－１）＝３０／２０となるよう混合した。
両者の合計１００重量部に対して、製造例１により得られた（Ｄ－１）樹脂１重量部、並
びに、安定剤としてアデカスタブＡＯ－６０及びアデカスタブＨＰ－１０（いずれも（株
）ＡＤＥＫＡ製商品名）各０．２重量部をスーパーフローターにて混合した（原料１）。
【００７２】
　別途高熱伝導性無機化合物（Ｃ）として六方晶窒化ホウ素粉末（電気化学工業（株）製
ＳＧＰ、単体での熱伝導率が６０Ｗ／ｍ・Ｋ、体積平均粒子径２１．０μｍ、電気絶縁性
）（Ｃ－１）と、その他充填剤としてガラス繊維（日本電気硝子（株）製Ｔ－１８７Ｈ／
ＰＬ）（ＧＦ－１）とを用い、両者を体積比で（Ｃ－１）／（ＧＦ－１）＝３０／２０と
なるよう混合した（原料２）。
【００７３】
　原料１を、日本製鋼所製ＴＥＸ４４同方向噛み合い型二軸押出機のスクリュー根本付近
に設けられた第一供給口であるホッパーより投入した。第二供給口の手前位置に、スクリ
ューに角度９０℃のニーディングディスクを挿入し、ニーディングディスク部が終了した
位置に、大気圧に開放されたベント口を設けた。ベント口のすぐ隣にサイドフィーダーを
設置し、サイドフィーダーにて第二供給口より原料２を強制圧入した。両供給口からの供
給量を制御することにより、原料１と原料２とが体積比率で１／１となるよう混合した。
【００７４】
　第二供給口とスクリュー先端との中間部に、減圧ポンプに接続された減圧ベント口を設
けた。スクリュー回転数１５０ｒｐｍ、時間あたり吐出量を５０ｋｇ／ｈｒに設定した。
設定温度は第一供給口近傍が１００℃で、順次設定温度を上昇させ、ニーディングディス
ク部手前を２７０℃に設定した。ニーディングディスク部から大気圧開放ベント口までを
２７０℃に、大気圧開放ベント口から第二供給口までを２７５℃に、第二供給口からスク
リュー先端部までを２７０℃に設定した。本条件にて成形用高熱伝導性熱可塑性樹脂組成
物を得た。
【００７５】
　得られた組成物を１３０℃で４時間乾燥後、大阪精機工作製４０ｍｍ単軸押出機１０Ｖ
ＳＥ－４０－２８Ｖを用いて押出成形を実施した。成形条件は、シリンダー温度２６０℃
、ダイス温度２４５℃に設定し、ダイスより出てきた樹脂をダイスから５ｃｍ離した場所
に設置したサイジングダイス（設定温度９０℃）を通した後に引取りを行い押出加工を実
施したところ、押出成形性は良好であった。ダイス出口及びサイジングダイスの出入り口
形状を図１に示す。
【００７６】
　得られた成形品の熱伝導率を評価した結果、押出成形品外観：◎、熱伝導率：１．４Ｗ
／ｍＫ、であった。
得られた組成物をプラコー株式会社製のＤＡ－５０型ブロー成形機で６０ｍｍ×６０ｍｍ
×１００ｍｍ、平均肉厚２．５ｍｍの四角柱状中空成形体をブロー成形した。成形条件は
、パリソン温度約２６０℃、射出速度（指数）１５０、スクリュー回転数６０ｒｐｍ、ブ
ロー圧０．５９ＭＰａ（窒素）、冷却時間１００秒、金型温度９０℃に設定したところ、
ブロー成形性は良好であった。成形品を評価した結果、ブロー成形品外観：◎、熱伝導率
：１．４Ｗ／ｍＫ、であった。
【００７７】
　（実施例３）
（Ｄ－１）の代わりに、（Ｄ－２）：エチレン－メチルアクリレートーグリシジルメタク
リレート共重合体（住友化学（株）製ボンドファースト７Ｍ）を用いた以外は実施例２と
同様に評価を行った。結果、押出成形性：良好、押出成形品外観：◎、熱伝導率：１．３



(14) JP 2012-180497 A 2012.9.20

10

20

30

Ｗ／ｍＫ、ブロー成形性：良好、ブロー成形品外観：◎、熱伝導率：１．３Ｗ／ｍＫ、で
あった。
【００７８】
　（実施例４）
（Ａ－１）の代わりに、（Ａ－２）：ポリカーボネート樹脂（出光興産（株）製ビスフェ
ノールＡ型ポリカーボネート樹脂である、タフロンＡ－２５００）を用いた以外は実施例
２と同様に評価を行った。結果、押出成形性：良好、押出成形品外観：◎、熱伝導率：１
．４Ｗ／ｍＫ、ブロー成形性：良好、ブロー成形品外観：◎、熱伝導率：１．４Ｗ／ｍＫ
、であった。
【００７９】
　（実施例５）
（Ｂ－１）の代わりに、（Ｂ－２）：対数粘度０．８５（２５℃、ｄｌ／ｇ、フェノール
／テトラクロロエタン＝１／１（重量比））のポリブチレンテレフタレート樹脂を用いた
以外は実施例２と同様に評価を行った。結果、押出成形性：良好、押出成形品外観：◎、
熱伝導率：１．５Ｗ／ｍＫ、ブロー成形性：良好、ブロー成形品外観：◎、熱伝導率：１
．５Ｗ／ｍＫ、であった。
【００８０】
　（実施例６）
（Ｃ－１）の代わりに、（Ｃ－２）：丸み状アルミナ粉末（昭和電工（株）製ＡＳ－４０
、単体での熱伝導率３６Ｗ／ｍ・Ｋ、体積平均粒子径２０μｍ、電気絶縁性）を用いた以
外は実施例２と同様に評価を行った。結果、押出成形性：良好、押出成形品外観：◎、熱
伝導率：１．０Ｗ／ｍＫ、ブロー成形性：良好、ブロー成形品外観：◎、熱伝導率：１．
０Ｗ／ｍＫ、であった。
【００８１】
　（実施例７）
（Ｃ－１）の代わりに、（Ｃ－３）：窒化ホウ素粉末（モメンティブパフォーマンスマテ
リアルズ製ＰＴ－１１０、単体での熱伝導率８０Ｗ／ｍ・Ｋ、体積平均粒子径３６μｍ、
電気絶縁性）を用いた以外は実施例２と同様に評価を行った。結果、押出成形性：良好、
押出成形品外観：◎、熱伝導率：１．７Ｗ／ｍＫ、ブロー成形性：良好、ブロー成形品外
観：◎、熱伝導率：１．７Ｗ／ｍＫ、であった。
【００８２】
　（比較例１）
（Ｄ－１）を添加しなかった以外は実施例２と同様に評価を行った。結果、押出成形性：
不良、押出成形品外観：×、熱伝導率：１．４Ｗ／ｍＫ、ブロー成形性：不良、ブロー成
形品外観：×、熱伝導率：１．４Ｗ／ｍＫ、であった。
以上から本発明の熱可塑性樹脂組成物は、諸物性と熱伝導率とのバランスに優れた高熱伝
導性熱可塑性樹脂組成物が得られ、かつ押出成形性やブロー成形性に優れることが分かる
。
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